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１．はじめに
本稿は２年前、地域研究第４号に掲載された「廃棄物処理の有料化と需要管理」の続編である。従前の論文は長
岡市の有料化導入直前に、その効果を予測する形で行ったものであるが、今回その後の状況の変化等をふまえ、再
度執筆することとした。国の政策として有料化を推進する方向が打ち出されているので、地域において導入に伴う
諸問題をどう解決するかを主な課題としている。
２．廃棄物処理有料化の現状
一般廃棄物、すなわち家庭から出る「ごみ」は、市町村が収集し処分することと定められている（地方自治法、
廃棄物処理法）。ただし法は自治体に全ての行政サービスを無料で行うことを義務付けてはおらず、利用者に手数料
を課することも法の認める範囲内である。ただし手数料・利用料等住民に負担を課するためには、条例の制定等議
会の承認が必要である。
これまでは概ね家庭ごみの処理処分については無料で行われてきている。ただしそこに至る経緯は必ずしも一様
でなく、し尿の収集はむしろ有料が一般的であったこと、処理施設の設置運営のため課金する例はわが国でも少な
くなかったことからすれば、当然無料とまでは言い切れない。長岡市について言えば、昭和初年まではごみ処理は
民間事業であり、収集は有料であったと記録されている。
生活が豊かになりごみの排出量が増えてきた一方で、開発の進展等により最終処分場設置が困難になってきたこ
と、さらには有限の資源を使い捨てることによる地球環境上の問題等が指摘されるようになり、ごみ減量化の一つ
の手段としてごみ処理に手数料を課す、いわゆる有料化が近年クローズアップされるようになってきた。
環境省の報告（一般廃棄物の排出及び処理状況等）によると、2004年には生活系ごみについて84.5％の自治体が少
なくとも一部のごみ収集を有料化している。ただし、研究者等が近年行った自治体へのアンケート調査によると、
通常の可燃ごみ・不燃ごみ収集を有料化しているのは40％程度という。また同じ環境省が出している一般廃棄物処
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理調査では、平成16年において可燃ごみの収集処理を有料としているもの2544自治体中1122自治体である（44.1％）。
この差はおそらく「有料」と「手数料」の微妙な違いによるものであると思われる。自治体が特定の材質・大き
さの袋等を指定し、民間企業がそれを供給・販売しているが、自治体へは手数料収入がないケースがある（例：東
京23区）。本稿では「手数料」を、単に一般家庭が指定袋、シール、容器等ごみ排出において追加的費用を負担する
だけではなく、税金以外の形で自治体に歳入があるものを示して用いる。
近年、各自治体は積極的に「有料化」に踏み切りつつある。その傾向は表１に示すとおりである。
なお、この数値は市町村の数をベースにしているため、人口集積とは直接相関しない。一般的に言えば大都市ほ
ど有料化が遅れており、人口カバレッジで見るともう少し「有料化率」が下がる。例えば表２に見るように、政令
指定都市のうち収集する可燃ごみを有料化しているものは、北九州市および福岡市の２地域にとどまっている。こ
の結果として、人口割合では「有料化率」は20％程度にとどまっているという見方もある。
千葉市、名古屋市の「指定袋」は条例による手数料ではない 
千葉市等は電池蛍光灯等有害ごみを別途収集（資源ごみの項に＋とあるのがそれ） 
静岡市の不燃ごみは粗大ごみ扱い、広島市の事業ごみは指定袋有料、持ち込み処理 
資料　環境省　一般廃棄物処理調査　各年 
注：平成12年から「直接持ち込み」が分離された。上欄は直接収集、下欄カッコ内は持ち込み 
　　「手数料を取るもの」は、一部有料も含む 
表１　ごみ収集処理を有料とする全国自治体の割合推移 
表２　政令指定都市・特別区における家庭ごみ収集体制（平成18年９月末時点） 
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他方で、有料化とは直接関係ないがごみ減量に大きく効果があるとされている容器包装のリサイクルのうち、プ
ラスチック類を容リ協を通じてリサイクルしている自治体は平成18年度に958であった（申込ベース）。ここ数年自
治体数が減少傾向にあるのは主に市町村合併の影響であるが、回収リサイクルを取りやめた例がないわけではない。
これらの市町村から回収されたプラ容器包装は約53万トン（平成17年度、実績ベース）であった。ごみ全体の５千
万トンからすれば１％程度ということになる。長岡市の例では回収量約９万トンに対し、容リ法によるプラ回収は
約１千トンであった（平成16年度）。
３．有料化の理由
ごみ処理の有料化は地域住民の負担を増やすものであり、それを導入することは人気のない政策である。ごみ有
料化反対の請願は各地に多くあるが、有料化を要請する住民からの要請というのは聞いたことがない。にもかかわ
らずなぜ有料化を導入するのであろうか。
長岡市は平成16年から有料化を導入した（ただし直後に中越大震災に遭遇し、しばらく中断のやむなきに至った）
が、有料化を最初に一般住民に広報した平成14年のパンフレットで以下の３つの理由をあげている。
①　ごみ減量とリサイクルの推進
②　処理費用負担の公平化
③　環境問題に対する意識の高揚
→例えば、すぐごみになるものを買わない、もらわない
民間ベースで行われているリサイクル・リユースに参加する
市の担当者にお伺いしたところ、実態上は最終処分場の確保難が第一であったということであった。たびたび引
用される名古屋市においても、またごみ減量先進地域として有名になりつつある東京都市町村（23区以外、いわゆ
る三多摩地区）でも、この問題は極めて大きい。ただし直接市民向けにこの理由が出てくることは、名古屋市の例
を除けば多くないような気がする。
各地で進められている有料化プログラムでも、ほとんど上の①②③の理由が提出されている。逆にいうと、財政
的な要因はほとんど理由になっていない。これはごみ処理費用が通常㎏あたり数十円かかり、それをすべて回収で
きる手数料は通常の一般世帯で年間十万円近くの負担になる。そのような手数料設定は到底住民の理解を得られな
いと考えられているので、あまり理由としてはあげられないと思われる。ただし反対理由としては論点になってい
ることは後述する。
さらに、広義には①などに含まれるものと考えられるが、処分場確保に関連して「どれだけ最終処分量の減量化
に努めているか」を具体的に示す必要があり、有料化に踏み切るという例もある。東京都の23区以外、いわゆる三
多摩地区の市町村は共同して日の出町に最終処分場を設置運営しているが、その利用については予め設定された配
分量に基づくものと、配分量を超過した部分に対するペナルティとの２つの料金が課せられている。いうまでもな
く後者のペナルティ分の方が、単価が高い。また配分量を下回った場合には還付金が与えられる。このような仕組
みの中で全体としての減容化計画が立てられ、有料化がきわめて重要な施策として取り上げられている。すると構
成市町村は有料化でも何でも行って減容化を図らねばならなくなるという状況になっている。
また他の市町村でも、特に他地域へ最終処分場を依存している場合や域内でも最終処分場を新設する場合など、
関係者の理解を得るために有料化はいわゆる「誠意」の見せ方の一つとして重要視されるようになっているという。
公平感とは、「ごみを多く出す、減量化に貢献していない」人と、「ごみ排出量の削減に努力している人」が同じ
負担、つまり地方税であるのは適切でないということである。ただしいうまでもなく地方税は所得等にスライドす
るものであり、人頭税ではない。また地域によっては交付税が歳入の大半を占めているところもある。従って厳密
に考えればややおかしなところはあるが、一部の住民側から例えばごみステーション・集積所の環境整備やリサイ
クル、分別などに協力しているのに他の人は協力してくれないという批判（意見）もあり、対応しないわけにはい
かない所となっている。
他方で、いわゆる平成の大合併に伴い、市町村の域内で有料・無料、あるいは手数料の差が出ているところが少
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なくない。県内では新潟市、長岡市、十日町市などにその例を見ることが出来る。この場合、不公平は明らかであ
り、是正が必要とされるが、多くの場合は下に述べる事情もあって「有料化」の方向へ統一される傾向がある。
背後の事情として、国の政策の動きもある。環境省の中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会は、平成17年２月、
「一般廃棄物処理の有料化は、ごみの排出量に応じた負担の公平化が図られること、住民（消費者）の意識改革につ
ながることかどから、一般廃棄物の発生抑制等に有効な手段と考えられ、現に一定の減量効果が確認されていると
ころである。このため、国が方向性を明確に示した上で、地域の実情を踏まえつつ、有料化の導入を推進すべきと
考える」との意見具申を行った。これを受けて平成17年５月、環境省は「廃棄物処理法に基づく基本方針」改定に
よって、一般廃棄物の収集処理は「有料化を図るべきである」と明記した。このことは単に精神論ではなく、実務
面では処理施設設置に伴う補助金に関連しているといわれ、残された大都市圏域でもいよいよ有料化を行わざるを
得なくなっているのが現状である。
実のところ、有料化施策単独ではごみ排出量、あるいは最終処分必要量に大きく寄与するものではないと思われ
る。名古屋市や横浜市の例を見る限り、劇的な効果があるのは容リ法によるプラごみ、PETボトル、新聞等の回収
つまりリサイクルのようである。逆にいうと、それらの方策をすべて実施している地域が有料化のみを単独で導入
したとしても、目に見えた効果は期待できないであろう。
長岡市はプラ容器の回収を有料化と同時に導入している。その結果として導入前に比較して15～20％の減量に成
功しているが、住民としては「なるべく有料袋に入れるものは減らそう、極力リサイクルで持っていってもらおう」
という意識であるのが正直な所である。
４．ごみ排出量の推移と削減のための動き
家庭ごみの排出量については、環境省（旧厚生省）統計が唯一の資料となる。市町村の運営するごみ処理場には
看貫、いわゆるトラックスケールがあり、搬入の重量が測定されている。これがすべての数値の原資料であり、そ
の正確さについて批判がないわけではない。また古い時代にはトラックスケールによらず、搬入者の申告、もしく
は担当者の目測による数値がもとになっている例もあったといわれている。
統計によると、表３のように1960年代には収集量が急増していたが、70年代以降1980年頃まで排出量はおおむね4
千万トン程度で推移してきた。ただし70年代に入るまでトラックスケールを備えていない処理場も多く、このあた
りの数値はそれほど信頼性がないと考えられる。1980年代後半に入ると次第に増加し、1990年に総排出量（家庭ご
みと事業系ごみの合計）が５千万トンを超え、2000年には5,236万トンに達した。このことは自治体にとってまず最
終処分地の払底をもたらし、さらに処理処分経費の高騰を招いた。さらに一部では住民間に負担の不平等について
の不満が高まるという事態もあった。
ごみ処理費用の増大を招いたのは、一般廃棄物組成が変化してそれまでの焼却装置では処理が困難になり、処理
装置が大型・高度化したことがある。いわゆるダイオキシン騒動があったのは平成８～９年であったが、その結果
廃棄物は高温で適切に処理する必要性が高まり、同時に既存の焼却炉ではその要求に応えられないものが少なくな
いことが判明した。このため自治体は焼却炉の新設、更新を行う必要に迫られたのだが、単純にそれまでの排出量
増加傾向を延長して行くととんでもない数値になる。そこで「減量化」の必要が叫ばれてきたわけである。
ごみの処理量、つまり排出量を減らそうとする動きはかなり以前からあり、広く注目を集めたものとして1971年
（昭和46年）の「東京ゴミ戦争」があった。この時期のごみ増加は、概ね人口の都市集中によるもの、あるいは所
得・生活水準の向上による「一人当たり排出原単位の増加」が主な要因であった。しかしおおむね80年代後半から
始まっている近年の排出量の増加、つまり70年代から80年代まであまり増加していなかったごみの排出量が、急激
に増加するようになったのは、「ごみの組成の変化」である。それまで家庭ごみの中心は食品残渣などいわゆる「生
ごみ」であったが、次第に容器包装、紙・プラスチックが多くなってきたこと、粗大ごみといわれる家具・廃家電
が次第に増加してきたこと、また「都市ごみ」ともいわれる事務所系の紙ごみが増えたことなどによる。
ごみの減量については、いくつかの方法が考えられる。第一に発生量そのものを減らすこと、第二に再資源化等
によって処理量を減らすことである。順を追って検討してみる。
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①　減量化の手法１　RDF化
ごみの中にプラスチック類が混入し、次第に焼却した場合の発生カロリーが高くなったことを契機にして、積極
的に焼却時の熱を有効活用しようということで考えられたシステムである。廃棄物を石灰や接着剤を加えてペレッ
トの形に中間処理して固形燃料とし、ボイラーの熱源とする、いわゆるサーマルリサイクルである。
資料：環境省　環境統計集 
表３　ごみ排出量の推移 
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8,333
9,098
9,923
8,728
10,262
8,727
8,574
9,207
9,574
9,496
7,081
8,040
6,733
6,515
6,147
6,670
6,767
7,221
7,054
6,776
7,646
6,973
6,350
5,849
5,806
5,922
5,711
6,313
5,359
5,373
5,316
5,190
5,398
事業者等による 
搬入量 
千トン／年 
16,251
17,644
19,700
22,632
25,592
28,104
38,831
42,589
44,617
40,631
42,165
40,630
41,528
43,192
44,617
43,935
42,639
44,479
42,655
43,039
43,449
44,748
46,466
48,392
49,973
50,443
50,767
50,198
50,304
50,536
50,694
51,155
51,200
51,595
51,446
52,362
52,097
51,610
51,607
 
合 計 
千トン／年 
64,230
67,855
71,292
76,080
80,592
84,690
99,127
101,039
106,645
110,034
111,554
112,589
113,904
115,073
116,173
117,429
118,143
118,960
119,733
120,444
121,267
122,000
122,185
122,648
123,137
123,529
124,150
124,591
124,964
125,186
125,351
125,795
126,136
126,428
126,538
126,734
127,007
127,299
127,507
 
総人口 
千　人 
693
712
755
815
870
909
1,070
1,155
1,146
1,012
1,033
989
999
1,028
1,049
1,025
989
1,024
976
979
982
1,005
1,039
1,081
1,112
1,119
1,118
1,104
1,103
1,106
1,105
1,114
1,112
1,118
1,114
1,132
1,124
1,111
1,106
 
一人当り 
ｇ／人･日 
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しかしこのシステムは各地でトラブルが発生し、評価を落としている。最大のものは03年に三重県のプラントで
発生した火災事故であろう。従って今後新しくごみ削減策としてRDFシステムを導入する事例が出てくるとは考え
にくく、既存の施設も産廃との合同処理を行う方向で活路が見出せるのではないかと模索している状況であると伝
えられる。
RDF製造施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　RDF発電施設（広域施設）
稼働中　　449 対象市町村数　　138 稼働中　　444 RDF受入施設数　　123
整備中　　447 対象市町村数　　115 整備中　　441 RDF受入施設数　　117
計画中　　442 対象市町村数　　116
資料　RDF全国自治体会議　03年１月１日現在
②　減量化の手法２　事業系ごみの分離
事務所、商店などの事業所から出るごみは、法的には産業廃棄物となり事業者の責任で処分しなければならない
ことになっている。しかし小規模商店など、生活と事業活動が分離していない業態にあってはこの原則を貫徹する
ことが困難であるので、行政が併せて処理するケースが多かった。
しかし上のようにごみ処理量が急激に増加したので、事業系ごみの処理を一切断る、収集はしない、有料化する
などの動きが出てきた。必ずしも先行例ではないが、東京23区や横浜などの大都市でも96～97年に事業者ごみの有
料制が導入されている。現在では事業ごみを無料とするところはほとんどなくなっているのではないかと思われる。
事業系ごみが総排出量の中でどの程度を占めるか網羅的なデータはない。現在の環境省資料は、事業者が民間業者
に委託して処分したものについて報告されていないからである。しかし、いくつかの研究や地域データを元にする
とおそらく全排出量の20％程度であろうと考えられる。つまり事業系ごみの処理を廃止すれば、それだけで10～
20％の減量が達成されることになるが、これは自治体の側にたった考え方であり、日本全体としては他にながれる
だけで本質的な解決にはならない。
今後事業系ごみをどうするかについての方向性は一定していない。法の建前および減量化と、小規模事業者の救
済とをバランスさせる必要があり、地域の特性によって異なってくるものと思われる。
③　容器包装リサイクル法
ごみの中で容器包装、特にプラスチックのそれが次第に増加し、高カロリーであるために処理の困難化がもたら
されたことは指摘した。このため容器製造業者、容器を利用する食品・消費財関連メーカー、流通業者にも費用を
負担してもらい、再資源化することでごみ減量、化石燃料資源の利用削減、ひいては地球環境保全に寄与させよう
とするシステムが97年から稼動している。多くの市町村でこのシステムが導入されており、排出量からリサイクル
に回した部分が控除されるので、ごみ削減にかなり効果がある。ただしこのシステム導入には分別施設等コストが
かかるので、財政体力のある自治体でないと出来ないという批判もある。
さらに、回収した資源の少なくない部分が輸出されており、回収資源を再生することを意図していた工場が軒並
み経営不振に陥っているという問題もある。このような点から早晩現行システムの見直しは必至であろうと考えら
得ている。
④　有料化
1990年、北海道の伊達市がごみ処理を有料化した。この事例では減量が主目的ではなく、増加するごみに対応す
るための設備費用を捻出するための、いわゆる財政的な理由が大きかったといわれている。ところが有料化を導入
してみると、それ以前に比較して30％もの減量化が達成され、収集車の台数を減らすことができ、財政的にも大き
な効果があったという報告が91年末になされた。このレポートが各方面の注目をあび、いわば需要管理策としての
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有料化が本格的に議論されるようになったのである。
逆に無料化した例はいくつかある。長岡市は有料化導入直後に震災があったため、しばらくの間無料化していた。
福岡市でも同様の事態があった。また兵庫県村岡町で、不法投棄が増えたため有料化を一時取りやめたことがある。
ただし村岡町は2005年近隣の美方町・香住町と合併し香美町となった時に、他町と併せて再度有料化を行った。今
回は不法投棄が増えたという話はあまり聞こえてこない。これらが「無料化」の例である。
⑤　還元炉の導入
増え続けるごみ、処分場不足に対応し、特に大都市を中心に還元炉などの新しい処理技術が導入された。還元炉
はそれまでの流動床炉などに比較してかなり高価であったが、倍以上の減容効果があり、またおりしも問題になっ
たダイオキシンの発生も抑えられるという利点があった。このため還元炉を導入した大都市の担当者は、「ごみ問題
はこれで解決した」「現在の最終処分場にあるごみを再度溶融還元すれば処分場はいくらでも増やせる」とまで断言
しているものがあったほどである。
ただし溶融炉を効率的に運営するには、かなりの焼却量が必要である。人口数百万というレベルの都市でないと
使いこなせないといわれており、ある地域ではリサイクル制度を導入したところ焼却するごみが不足したので近隣
自治体から分けてもらったとかいう話も聞いた。
また容リ法の回収を行っていない大都市では、プラ類も「燃えるごみ」として分別させているところがある。表
２では明確に書かなかったが、例えば横浜市、川崎市などが該当する。このためプラスチックは「燃えない」ごみ
だと信じていた東京23区在住者がそれらの地域へ転出すると分別に戸惑う、また逆に東京へ転入すると戸惑うとい
う例が少なからずあるようだ。
その背景は焼却炉の設計にあると考えられる。「燃えるごみ」には食品残渣、いわゆる生ごみが混入しており、そ
の水分が焼却炉の温度を低下させる、このため多量の助燃材－具体的には軽油、重油を併せて燃やしているという
状況がある。そこで燃焼カロリーの高いプラスチックを混入させてやれば、助燃材が少なくて、あるいはなくても
済むということになる。
つまり還元炉はごみ回収量の削減には直接寄与しないが、処分場不足、あるいは埋め立て量の削減には極めて大
きな効果を持っている。既存の埋め立て場の残渣を再度焼却し、減容することも行われている。有料化の動機が処
分場の延命であるとすれば、その分については絶大な効果を持っていると考えられる。
５．有料化の形態
指定袋を含めた有料化の態様は、実にさまざまである。表４に見るように、新潟県内では概ね有料指定袋に統一
されつつあるが、全国的には若干シール制をとる所がある。表にある村上市、阿賀野市に加え、高山市、大垣市、
大阪府南河内清掃施設組合（富田林市等）、佐世保市などが該当する。事業所ごみや粗大ごみについてシールを導入
しているところは、東京23区などさらに増える。指定袋またはシール以外の、例えば世帯・住民一人当たり定額で
課金するというような方式は、過去においては事例があったようだが現在はないと思われる。いわゆる持ち込みご
みについては直接看貫によって課金する例がほとんどのようである。
袋・シールの価格についてもさまざまな差がある。まずごみの量に応じた完全従量制とするか、あるいは世帯あ
たり最低限を廉価、あるいは無償で配布し、それを超える部分についてかなり割高の袋シールを購入させる、いわ
ゆる２段階式となっている例もある。従量制の場合の袋料金は45r袋で10円から40円程度の範囲におさまっている。
追加分を購入させる地域では、同じ容量の袋が200円以上という例もあった。さらに無料配布分・低額分を世帯の所
得や高齢者・障害者の有無、さらには住民登録の有無で区別している例もある（長野県須坂市）。
このあたりは有料化導入時にどのような議論が行われたか、どのような意見が寄せられたかで異なってくる。長
岡市の例では生活保護世帯、介護等のため紙おむつの支給を受けている世帯、２歳未満の児童がいる世帯は指定袋
引換券が交付され、一定量の指定袋が無料で入手することができる。これは説明会等でそのような意見があったこ
とと、市議会議員の中からそのような要請があったことによるものとされている。どこまで無料とする制度をとる
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かは、各地域の事情、また反対意見の有無等によって決定されるべきだろう。現状で全国の有料化実態を網羅的に
見ることができるデータベースはないようなので、近隣地域の事例、先進地の事例等を参考に進めることが妥当と
考えられる。
なお、後段で触れるべきかも知れないが、袋製造業者の間からは
①　製造者が限られる「指定袋」システムは特に大都市の場合では万全の供給が保証しにくい
②　指定袋を「透明」と指示されると新品原料を使わざるを得ず、環境保全上問題がある　　という意見がある。
注　市町村合併により区域内で上と違う扱いをしている地区がある。例えば旧新津市は現新潟市の一部だが、すでに
有料化を導入済みで、合併後も無料化されていない。逆に旧寺泊町は現長岡市の一部だが、無料のままである。 
表４　新潟県内市町村のごみ処理体制 
新潟市 
長岡市 
三条市 
柏崎市 
新発田市 
小千谷市 
加茂市 
十日町市 
見附市 
村上市 
燕市 
糸魚川市 
妙高市 
五泉市 
上越市 
阿賀野市 
佐渡市 
魚沼市 
南魚沼市 
胎内市 
北蒲原郡聖籠町 
西蒲原郡弥彦村 
南蒲原郡田上町 
東蒲原郡阿賀町 
三島郡出雲崎町 
北魚沼郡川口町 
南魚沼郡湯沢町 
中魚沼郡津南町 
狩羽郡狩羽村 
岩船郡関川村 
　　　荒川町 
　　　神林村 
　　　朝日村 
　　　山北町 
　　　粟島浦村 
無料 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
一定量無料 
指定袋 
指定容器 
指定袋 
指定袋 
一定量無料 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
可燃ごみ 
無料 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
無料 
指定袋 
指定容器 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
指定袋 
無料 
指定袋 
不燃ごみ 
無料 
無料 
指定袋 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
指定袋 
指定容器 
 
 
無料 
 
 
 
無料 
無料 
無料 
 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
資源ごみ 
シール 
シール 
シール 
 
シール 
 
 
 
 
 
シール 
 
 
 
 
無料 
シール 
シール・袋 
シール 
シール 
 
 
 
 
 
 
 
 
有料 
粗大ごみ 
無料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
指定容器 
無料 
無料 
プラ容器包装 
52円
45円
50円
50円
50円
35円 シールも可
45円
50円
シール
20円
指定容器＝袋 32円
50円
50円、シールも可
指定袋
燕市と共同
3円
50円
35円 シールも可
35円 シールも可
３５円 シールも可
３５円 シールも可
３５円 シールも可
備　考 
大型可燃袋 
１枚価格 
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特に反対者を説得する上で、袋がいいのかシールが良いのか十分検討をしておくことが必要であろう。
直接有料化とは関係ないが、袋に記名することを求めている例(鳴門市、野田市、野洲市など)、また「お願い」に
とどめている地域、町会単位で義務付けをすることは認めている地域（長岡市など）がある。現実の問題として架
空・虚偽の名前を書いたり、ストーカー問題を理由に拒否する例などがあるが、全国的にはそれほど大きな問題で
はない。
６．有料化の効果と問題点
効果として最も問題になるのは、ごみ減量化に寄与しているかどうかという点である。この点はさまざまに論議
がある。一般的に言えば、有料化を導入することで10～20％程度の減量化が達成できるとするのがさまざまな調査
の結論である。ただし、
①　もともとの、すなわち有料化導入以前のデータが疑わしい。古い時代にはトラックスケール等整備されておら
ず、排出量・処分量とも適当な数字だったのではないか。
②　有料化と同時に他の方策、例えばリサイクルの徹底、事業ごみの扱い廃止等を行ったのではないか。有料化の
直接効果ではなく、全体としての減量効果ではないのか。
③　有料化の直前には、無料のうちに出しておこうということで駆け込み排出が多くなる。それに比べれば減少す
るのは当然である。
というような批判があり得る。
①については、各地のデータについて十分裏をとる必要があろう。信頼できるデータのみを用いた分析が説得力
ある資料を作るのである。
②については、有料化実施パラメータの説明力がやや弱いのは事実である。名古屋市のように有料化を導入しな
くても20％近い削減をすることが出来た例もあり、有料化＝減量化とはいかないのが実情である。長岡市の例でも、
生活者の感覚からすれば減量はリサイクルの徹底による割合が多く、有料化を契機としてごみの元となる包装の少
ない製品を選ぼう、スーパーのレジ袋は断ろうというところまでは行っていない、あるいは考えてはいても行動が
なかなか伴わない感じがする。仮に有料化以外のごみ減量策をすでに行っている名古屋市が新たに一般ごみ収集の
有料化のみを導入したとして、どの程度減量することが出来るだろうか。各地で行われている有料化が、いわゆる
併せ技の一つとして導入されているため、統計的処理を行っても説得力の高い結論が得られるかどうか、やや疑問
である。
③については、たしかにそのような事実はある。長岡市の例でも有料化施行半月ほど前から駆け込み的ごみだし
が増え、ピーク時（日）には平常時の２～３倍の処理が必要であったという。ただし年にならして見るとそれほどで
はなく、１％程度の前後にとどまったようである。長岡市の場合はその直後大震災に見舞われ、いわゆる震災ごみ
が家具など粗大ごみの範疇に含まれるもの、あるいは家電製品のような本来家庭ごみとして収集しないものまで大
量に排出されたので、駆け込み対策どころではなくなってしまったというのが実情である。
要するに有料化が減量化のためのオールマイティの切り札ということではない。現状ではリサイクルの徹底が最
強の札であり、時間をかけてリデュース・リユースに意識を変えてもらうためのツールとして有料化を捉えること
が妥当であると思われる。
他方、有料化によるマイナスの影響もいくつか指摘されている。最大のものは不法投棄が増えるというものであ
る。前述した旧村岡町の例などが示されることが多い。しかし近年の動きとしては、もともと不法投棄の多かった
ところでは有料化によってさらに増加するという事態が若干見られるものの、従前から不法投棄が厳しく取り締ま
られている地域では有料化の影響はほとんどない－というアンケート結果が示されている（＊２）。長岡市は前述し
た震災の影響という特殊事情はあるものの、不法投棄はほとんど見られていない。不法投棄の取り締まりは有料化
とは別の次元で、きちんと実施しなければならないもののようである。また不法投棄を取り締まったからごみ排出
量が増えたという状況もあまり報告されていない。不法投棄の多くは家電製品や産廃（それも硫酸ピッチのように
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脱法的行為によってしか生れないような廃棄物）であり、家庭ごみとは別のものである。要は問題が別だというこ
とになる。
なおこの点に関連して、隣接する（無料収集をしている）市町村へのいわゆる越境ごみだしが増えるという意見
もある。しかしこれも特に問題となった事例は報告されていない。良いことか悪いことかわからないが、ごみ置き
場を地域住民が管理し、地区住民以外の排出を禁止する例、行政は求めていないのに名前を書かせる例もあり、こ
のような点からのチェックもあるのだろう。
さらに、いわゆるリバウンドという現象があるとされている。有料化の効果は一時的なもので、次の年、あるい
は遅くとも数年内に元の水準、あるいはそれ以上の水準になってしまうというものである。
このような現象が一般的なものかどうかについては意見が分かれている。リバウンドは無視できるという論者が
定量的なデータに基づいて発言しているのに対し、リバウンド論者の多くは自治体アンケート等に基づいているこ
とは注目すべきだろう。要は有料化を導入してそれで終わりというのではなく、その後も減量化、３Rに向けた指
導・取り組みを継続的に行っていかなければならないということなのだろう。
第二の問題は、有料袋、指定袋という「捨てるためだけの製品」を新たに購入させるということで、地球環境上
負荷が増えるのではないか、あるいはその指定袋の分だけごみが増えるのではないかということである。確かにそ
れまでごみを入れていたレジ袋、あるいはポリバケツ等の容器は使えなくなるので多少問題であるといえなくもな
い。しかし45rの大型袋は通常２～５ｇ程度であり、その中に入れられるごみの重量の１％以下である。だから大
したことはないとは言えないかも知れないが、それによってごみ全体を減量することが出来ればコストパフォーマ
ンスは悪くないということは言えよう。
むしろ問題であるのは、指定袋に無用の高品質を要求する結果、袋自体が新品の素材（通常ポリエチレン）を使
図　家庭系可燃ごみ収集量の経年変化 有料化前年を100％とする
（出典） 山川肇 ｢不法投棄と自家焼却は有料化によって増えるものではない｣ 『月刊廃棄物』 2001.2,ｐ.15.
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うことになる点である。有色半透明という程度であるならば端材を用いた「リサイクル製品」として袋が作れ、環
境負荷を増やすことはない。しかし完全透明や炭カル混入など、新品素材からでないと出来ない指定袋はやや問題
になる可能性がある。特に今後大都市で有料化＝指定袋が導入されていくと、袋の安定供給が問題になる。袋の供
給者を１社に限定したりすると、何かの事故で袋が品不足になったりする可能性がある。袋業者はあまり規模の大
きいものはなく、数百万都市への供給は長期的視野に立たないと対応できないという。余裕を持って在庫をたくさ
ん用意しておくと、例えば合併があって料金体系が変わったりしたときに買い戻し等の余計な手間が増えるという
こともあり得る。
財政的には、費用負担が処理費用の数分の一に過ぎないこと、また指定袋の作成費用・販売手数料（通常の大型
袋で１枚10円くらいと言われる）もあって、ほとんど寄与していないようである。長岡市では平成17年度の予算と
して手数料収入約７億円を見込んでいたが、その多くは事業系ごみ、持ち込みごみの手数料であり、家庭用指定袋
販売による収入は１億円程度にとどまるという推計もある。これは長岡市全体（合併前）の廃棄物処理事業経費37
億円に比し見るべきものはないと思えるが、もともと減量化が目的であるので、この点はあまり問題にはなるまい。
しかし同時にリサイクルのための体制整備を行ったところでは、例えば選別場等中間処理施設の用意など事業経費
がかなり増える例がある。費用効果の十分な見通しと説明が必要だろう。一般的には容リ法回収を行わないと㎏あ
たり数十円の処理コストが、100円近く（場合によってはそれ以上）に上昇することもあるといわれている。減量化
は市民の協力とともに、行政にも大きな負担をもたらすのである。
この点に関して言えば、容リ法によるリサイクル資源の回収を担当する自治体が産業界に対し応分の費用負担を
求める声が上がり始めている（名古屋市、ごみレポート）。ごみ処理費用を市民ではなく業界に負担させよという有
料化反対意見があるが、この点は国会などで論じられるべきことだろう。
ごみ処理の有料化は前述のように条例の制定を必要とする。そしていくつかの政党が「原則的に反対」という立
場をとっていることも事実である。従って現実の有料化にあたっては、次のような手順を必要とする。
①　地域の環境基本計画、廃棄物処理計画等で「有料化」の基本的方向を打ち出す
②　有料化導入計画を作る（内部）
③　地域説明会、公聴会を開催する
④　議会説得を行う
⑤　条例可決、有料化実施
指定袋制をとるならば、実施の数ヶ月前には袋が一般の人々の手に入るようにならなければならない。すなわち
発注は実施の２年前位から行わないと準備できない。
また③の説明会はかなり時間が必要となる。住民のどれだけが説明会に参加するかは地域の特性によって異なる
が、市町村合併においてどの程度説明会が行われたかが一つの参考になろう。長岡市の場合は全世帯の５分の１程
度が出席したことになる。この手間は大変なもので、主に夜間・日曜祭日に行われることになろうから、担当職員
だけでは到底対応できない。他部局・職員OBの応援を求める等の配慮が必要となる。
また説明会で反論が多数出て、担当者が説明できなかったりするとその後の展開が困難になる。事前準備が十分
になされなければならない。さらに首長などトップの方針が変わったりすると、これも問題になる。いくつか例を
あげる。
①　藤沢市
平成９年、市の運営する電子掲示板で有料化の意見が出る。平成16年、市の審議会で有料化の提案がなされる。
17年にパブリックコメントを求める会を開催するが、アンケートでは41.2％が反対する、反対請願の署名が４万人を
超えるなど混乱が続いた。これを見てトップ判断により18年６月、有料化案提出を断念するという発表がなされた。
しかしその後同年９月、個別収集を含む条例改正案が再度提出され、可決された。６月から９月に至る間、市は数
十回の説明会を開催するほか、条例可決後もさらに地区説明会を継続することになっている。
②　広島県府中市
平成13年、RDF導入を検討したが実現に至らず。平成18年７月、有料化を審議会に諮問、審議会は有料化導入を
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やむなしとする答申を提出した。しかし市担当者は、実施までの時間が半年しかなく対応できないことを理由に８
月議会への上程を断念した。
③　東京都多摩市
多摩市は日之出町処分場を他の市町村と共同利用している。他の市町村が減量化を目的とした有料化を導入して
いるので、平成15年有料化を審議会に諮問した。17年２月に答申があり、７月に有料化方針が発表された。続いて
議会に条例が提出されたが、12月委員会で審議未了廃案となってしまった。
④　札幌市
審議会への諮問、答申を経て有料化の計画を検討していたが、答申自体が結論をまとめきれず、さらに政治的な
要因により実施が遅れていると伝えられている。
その他いくつか例があるだろうが、ここでは割愛する。要するに有料化実施には少なくとも２～３年の準備が必
要になる。この間一貫して対応できるかどうかが有料化導入の鍵となる。名古屋市は「危機宣言」後時間がなかっ
たために有料化の導入を断念したと伝えられており、皮肉なことに有料化導入をしなくてもかなりの減量化が達成
できてしまったために、今後の有料化が極めて困難になってしまっているとも言えるだろう。
７．まとめ
有料化は少なくとも住民のごみ減量化に対する意識を高めるために大きな効果を持っている。しかし現状ではご
み減量化は「リサイクル」に向かっており、より重要な「リデュース」「リユース」にはあまり向いていないようで
ある。有料化区域の住民としては、なるべくごみが少なくなるようには気をつけて買い物はしているが、容器包装
類はリサイクルできると思うとあまり意識しなくなる。メーカーの方も有料化導入地域の住民数はまだ20％以下で
あり、消費の多い大都市ではほとんど意識されていないことを思えば、それほど容器包装の簡略化・削減化にモチ
ベーションが働いていないのではないかと思われるのは邪推だろうか。
では、リサイクル、有料化の次にごみを削減・減量化する手法、政策的手段は何なのだろうか。リデュースより
も依然リサイクルの余地がまだあると見られている。その最大のものは生ごみ、食物残渣である。バイオ的手法で
生ごみをリサイクルすることが各地で検討されており、技術的には一応の完成度を見ているが、費用効果、あるい
は不特定多数の利用者がいる都市部で、悪意または過失による異物の混入にどう対処できるかという点が未解決課
題として残っている。かといって各戸に処理装置を義務付けたり、ディスポーザを認めたりすることにも問題が残
るだろう。
一方で容器包装はどうなるか。事業者のうちには容リ法による負担が次第に厳しくなっていることから、プラを
やめて紙容器に移行したりする動きもある。地球環境上は、少なくともLCAで分析する限りあまり良いこととは思
えないので、政策方向の修正が必要だろう。レジ袋お断り、マイバックに代表される住民の意識は次第に高まりつ
つはあるものの、まだ全体の動きにはなっていない。リユース・リデュースに向けた一歩進んだ行政の介入も必要
とされているのかも知れない。
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